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事 務 の 共 同 処 理

常 備 消 防

税 務 事 務

土 地 開 発 公 社

ご み 処 理

1,591,024

財 源 超 過

1,291,610

特 別 職 等

債務負担行為額

87,851,541

指 数 表 選 定
12.4

81,968,958

3,204,080 3,644,078

実 質 赤 字 比 率

169,531

特 定 農 山 村

財 政 再 建
％

％

1,005,000

H27.4.1

H19.4.1 2

千円

公

営

事

業

の

状

況

事業名

Ｂ

Ｃ歳　　入　　歳　　出

歳　　出　　総　　額

Ｄ

実　　質　　収　　支

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

（A－B）

9 積 立 金 取 り 崩 し 額 Ｉ

教 育 公 務 員 81

改 定 実 施

議 会 副 議 長

給 料 （ 報 酬 月 額 ）

市 長

725,000

800,000

H19.4.1 1

区 分

円

年 月 日 （ 人 ）

※括弧内は一般行政職

区 分
職員数　Ａ

一 般 職 員
※

(714)

31,532

うち技能労務職

10

（人）

繰　上　償　還　金

一 般 職 員 等

8

22,581

994

（千円）

(229,628)

（転貸債、公共用地先行取得費、
公営企業債を除く）

単　　年　　度　　収　　支
(ア)－(イ)

公債費負担比率

5

6
△ 362,592

(イ)
（C－D）

9.6

3,111,955

1,782,875

9.23,474,547

41,402,281

公 債 費 比 率

実 質 収 支 比 率 7.5

起 債 制 限 比 率

1

2

3

4

積 立 金 （ 財 政 調 整 基 金 ）

92,125

(ア)

Ｆ

7

Ｅ

0.929

標 準 財 政 規 模

半 島 振 興

千円

％

首 都 圏 都 市 開 発
近 畿 圏 都 市 開 発

中 部 圏 都 市 開 発

2.8R4.3.31
人

32,083,166基準財政需要額

千円91,055,621 85,613,036歳　　入　　総　　額 Ａ

平 成 17年 4月 1日　田方郡　戸田村

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

(千円) (千円）

92,851 世帯

就

業

人

口

昭和40年以降の合併状況

％

27

年
国
調

年
国
調

2,516

市 町 村 類 型

沼 津 市 施 行 時 特 例 市

住
民
基
本
台
帳

188,613

93,387

190,417

人

世帯
R5.3.31

増減率 △ 3.2 ％

Ｉ － ５
４ 年 度 交 付 税

種 地 区 分

第３次第２次

産 業 構 造

ぬ ま づ し

R2年 189,386 人

Ｈ27年 195,633 人 2,115

都 道 府 県 名 静 岡 県

人 口 面 積

コ ー ド 番 号

人 口 密 度

市 名
２ ２ ２ ０ ３ ８

国
勢
調
査

2.6

人 口 集 中 地 区 人 口

第１次区分

R2

162,233

164,605

人

人
人

ｋ㎡

186.82

昭 和 43年 4月 1日　駿東郡　原町　

R2年 1,013

27年 1,046

人

66.031.2

68.2

人

29.2 ％

24,076

％

基準財政収入額 29,311,847

493,000

28,739 人

％

指定団体等の状況指 数 等区 分

％

産 炭

山 村 振 興
過 疎

被 保 険 者 数

広 域 市 町 村 圏

標 準 税 収 入 額 37,457,404

財 政 力 指 数

円

27,214 世帯

人

1

人

％

60,766 人

56,262

円

151,264

1 600,000

低 開 発

32,999,121

千円

千円

％

　

令　和　４　年　度　決　算　状　況

旧 新 産
旧 工 特

537,000

1

市 議 会 議 員

加 入 世 帯 数

103,380

39,439

円一世帯当り保険料調定額

国

保

会

計

の

状

況

％
Ｇ

給料月給　Ｂ
71,421

5,601,290

21.8

1,909,157

1,122,757

0

2,208,571

66

合 計 1,075

土 地 開 発 基 金

H19.4.1

教 育 長

副 市 長

－

千円

－

4.9

％

千円

17,885,510
実 質 単 年 度 収 支

314,514

地 方 債 現 在 額
一人当たり支給月給

0

（F＋G＋H－I） Ｊ 297,526

Ｈ

(321,608)

Ｒ５年　３月２８日

定 数

14,375,469

10,800,000千円以内

一 人 当 た り 平 均

清算結了

1,031,145

316,412 千円

H23.3.18

H19.4.1

28

議 会 議 長

職員数

321,903

普通会計からの

（人）繰入金　　（千円）

39

346,046

被 保 険 者 一 人 当 り
療 養 給 付 費 用 額

収益事業収支額

71,146,189

389,915

      Ｂ／Ａ       　　　　　（円）

389,284

被 保 険 者 一 人 当 り
保 険 料 調 定 額

342,136

う ち 財 政融
資 資 金 等

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

％

将 来 負 担 比 率

積 立 金 現 在 高

％

千円

うち財調基金 千円

千円

そ の 他

0

うち減債基金

千円

債務保証額

設　　立
Ｓ５７年　８月２５日

無国民健康保険事業

下水道事業

上水道事業

1,492,862431,001

（ 千 円 ）

収支額
（実質収支額）

病院事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

法適用

の有無

〃

〃

有

〃

〃

248,063

109,888

376,858

7,497

518,358

60

673

8

47

2,366,526

25,308

1,600,446

500,499

2,737,591

38



災害復旧事業費

6,527,986

税 等

4,943,288

公 債 費

単独

補助 471,263

経常一般財源

5,553

485,053

税　等　総　額

市 民 税

労 働 費

34.2

21.79,462,782

76,215

(%)

（千円） （千円） 比率 （％）

(%)

6.0/100
法人税割

※２

97.5

―

―

15,626,553

―

―

市民税前年度繰上
充 用 金

――― ―

――

―― ――

―――

38.9 13,780,749△ 1.4

1,503,828

550,648

2.6

4.6 5.0

1.6 6.3

34,151,834

0.0 30.6

100.0 1.1

10,411

―――

―――

1.4 ―――

――― ――

―

8.6

31,461,778

―

33.2 0.5 11,738,564

5.7

―

△ 11.3 2,042,185

―

―

―

―

0.0 0.0

8.6 1.4 ―――

―――

合 計

市 た ば こ 税

特別土 地保 有税

法定 外普 通税

都市計画税

旧法による税

市 民 税

1,939,957

個 人 分 11,350,457

軽 自 動 車 税 562,673

15,792,972 46.3

目 的 税

入 湯 税

2,948,080

法 人 分

1,557,695

0

――

2,937,669

―

固 定 資 産 税

区 分
超 過構成比

課税分

増 減 率決 算 額

(千円） （％）

13,290,414

基準税額×
100
75

(千円)
（％）

均 等 割

2,916,75711.7

7.96,963,863

決 算 額
構 成

比

う ち 職 員 給

歳 入 性 質 別 歳 出

（％）
区 分

11.6人 件 費 10,161,266

（千円） （％）  Ｋ　　 　（千円）　

決 算 額 構 成 比

配 当 割 交 付 金

166,161株式等譲渡所得割交付金

76.3

比 　（％） （千円）
区 分

経常一般財源

0.5 472,309

地 方 税 34,151,834 37.5 31,214,165

地 方 譲 与 税 5,951,309

23.1

5,300,536

利 子 割 交 付 金 14,683 0.0 14,683

472,309

5,109,380

163,667 163,667

0.2166,161

―――

0.0 扶 助 費 20,273,954

1.2 6.8

―

7.8

一 時 借 入 金 利 子5,067,896 5.6 5,067,896

0.4

―――

6,868,150 7.8

ゴルフ場利用税交付金 103,364 0.1 103,364 0.3

6,868,150

12.4

4.6

地 方 消 費 税 交 付 金 ――

194,938 0.2

3,388,02019.6

15.312,604,785

1.0

0.1

40,742,674

10.3 4,298,2569,055,202

6.6

0.5 6,804,077

4,013,943

――

6.6

2,701,917

2,701,9173,070,404

―――

0.7 423,756

194,938

0.1

99.6

積 立 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

60,748

投資及び出資金・貸付金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

368,487 0.4 ―――

――

使 用 料 900,649 1.0 21 0.0

分 担 金 ・ 負 担 金 664,817 0.7 ―――

0.0

国 庫 支 出 金 17,718,990 19.5 ――― ――

手 数 料 247,737 0.3 0

0.0

都 道 府 県 支 出 金 7,012,642 7.7 ――― ――

国 有 提 供 交 付 金 300 0.0 300

0.1

寄 附 金 2,363,177 2.6 ――― ――

財 産 収 入 500,232 0.6 47,591

地 方 債 10,564,800 11.6

――

――

繰 入 金 2,124,597 2.3 ―――

―――

100.0

市 税

合 計 91,055,621 40,901,074 100.0

10.2

計

420,453

5,401,057 5,036,224

8,220,339

1,820,182

0

除いた場合　　

12.0

経常収支比率

87.3

　(特例分)、猶予特例債
　　及び臨時財政対策債

を経常一般財源から 

(89.9)

9.3

447,646

0.2206,730

6,074,850

決 算 額
構 成

比
税 等

―――

49,239,752

目 的 別 歳 出

12,985,969

(千円）

7,554,579

民 生 費

合計

（％）

448,368

0.1

12.711,104,939

3.5

―――――

衛 生 費1,242,900 1.4

0 0.0

――― ――

69,229諸 収 入

0.0

86,859

8,158,652

投

資

的

経

費

内

訳

普通建設事業費 17,207,637

10,243,774

10,779,780

小 計 48.4

交通安全対策特別交付金 41,259

1.3

繰 越 金 3,644,078 4.0

う ち 減 収 補 て ん 債

普　　　通

特 別

1,223,513

44,048,830

うち臨時財政対策債

2,701,917

――

0.2 総 務 費

30,052,448

12.3

15.56,527,986

経常収支

9,125,312

――

う ち 人 件 費 830,663 0.9

3.4

3.0

41,259

維 持 補 修 費

補 助 費 等

6,527,986

物 件 費

(千円）

―――

　標準税率に

繰 出 金 7.7

※（　）は減収補てん債
投 資 的 経 費

失業対策事業費

所 得 割

千円

　

　　　　　　   対する比率　1.0

15.5

3,393,573

830,663

1.4

(%)

※2

11.7

6,527,986

経常充当一般財源

0.0

―――――――

0

――――

19.817,414,367

法 人 事 業 税 交 付 金 582,826 0.6 582,826

0.2

元 利 償 還 金

0.4

Ｋの構成

37,303,370

―――

42.5 21,100,148 20,596,586 48.9

60,748

6,432,480

655,797

8,880,69714.4

小計

環 境 性 能 割 交 付 金

0.000.00特別地方消費税交付金

0.1

87,851,541 100.0

適 用 税 率 の 状 況

36,783,999 千円

52,443,832 千円

均 等 割
※１

3,500円個

人

分

0.5

徴 収 率

現 　年
課税分

50
120
130
150
160
400
410

1,750
3,000

法

人

分

 固 定 資 産 税 1.4/100

※１ 平成26年度から別途特例加算500円あり

1.51,312,858商 工 費

5,611,599

平成26年9月30日以前に開始した事業年度は12.3/100
平成26年10月1日から令和元年9月30日までの間に事業を開始した事業年
度は9.7/100

区分

議 会 費

2,311,406 2.6

97.426.199.3

農 林
水 産 業 費

843,636

土 木 費

0

6,528,330

5,553

5,776,175

2,850,147

0.0

7.8

0.2

15.313,440,708

3,080,299

諸 支 出 金

公 債 費

災害復旧費

教 育 費

消 防 費

0

6,868,494

206,730

―――

合計 87,851,541 100.0 49,239,752
固　定
資産税

30.199.1合計

滞　納
繰越分

合計
区　分

97.536.698.8


